
　道労連は12月4日、「拙速な入管難民法改正案の撤回を求める緊急行動＠札幌」を

呼びかけ、小雨が降る中医労連、高教組、福祉保育労、建交労、さっぽろ青年ユニオ

ン、札幌地区労連から20名が参加しました。

　道労連の三上友衛議長は、「日本で働いている外国人は約128 万人いる。新たな在

留資格の対象は、いま日本で働いている技能実習生。受け入れ企業の７割で労基法

違反があり、暴力、セクハラなど人権侵害も横行。年間30人もの方が亡くなっている。失

踪の原因も、契約違反や最賃違反など低賃金が68％を占めている。人権も守れない

まま、安上り・使い捨てを目的とした外国人就労拡大には反対する。外国人労働者の

権利と人権を保障し、多文化共生社会をめざすべきだ。」と法案の撤回を訴えました。

　北海道国公の木村憲一事務局長は、「賃金から控除されている項目や内容の適正化す

ること、離職・再就職の自由を保障すること、『日本人と同等以上の報酬』を実行確保するこ

と、労働諸法規をしっかりと知らせ理解してもらい労働行政機関を活用できるようにすること

など、受け入れに向けた多角的な検討が不可欠だ」と強調。また、政府が根拠として示す

データについて、「平気でうそ、偽りのデータが出されてくる。現場はみんな必死にがんばって

　道労連介護対策チームの田村優実事務局長（北海道医労連）は介護現場の実態を指

摘。「介護分野が、外国人労働者をもっとも必要としている産業になっている。石狩などでは、

すでにフィリピンの方が介護士として就労している。札幌周辺でも、介護士が慢性的に不足し

ており手が回らない状態。先日オープンした特別養護老人ホームは、職員が足りずに80室の

うち40室しかオープンできない事態に。介護現場の賃金・労働条件改善は急務だ。同時

　福祉保育労の中川喜征副委員長は、福祉保育労が発出した声明（11/29）を紹介。「介護分

野では日本語でのコミュニケーション能力や日本特有の文化への理解などがなければ、

個々の利用者の状況に合わせたきめ細かい介護を提供することはできない。厚労省が定め

た試験を受けずに資格変更を認めるなどありえない。介護は、パーソナルスペースへの介入

やボディタッチなど、人間の尊厳に大きくかかわる仕事であり、コミュニケーションが不可欠。

言葉がわからなくても、体位交換だけ出来ればいいという仕事ではない。介護人材確保対

さっぽろ青年ユニオンの更科ひかりさんは冒頭、外国人に対する入管での酷い対応につい

て抗議。「外国人技能実習生がどのような働き方を知っていますか？『メイドインジャパン』と

書かれ、日本で作られた製品でも、外国人技能実習生が支えている分野がたくさんある。最

賃以下の賃金で働かされ、暴力やハラスメントが日常的に行われている。私たちは、すでにそ

ういう働き方を社会として許してきてしまった。こんな酷い働かされ方や人権侵害を許してし

いて、職員が勝手に改ざんすることなどない。『忖度』という名で、ものすごい圧力があるように感じる。とても憂いている。国

民のための、労働者のための行政であるべき。法案撤回とともに行政民主化でも奮闘したい」と訴えました。

策や外国人材の受入環境整備を図らないまま、外国人労働者の受け入れだけを拙速に行うことは容認できない。まず

は法案を撤回し、国民的な議論を行うべきだ」と訴えました。

まえば、やがては対立と分断を煽り、憎悪を広げてしまうことをとても心配しています。私は、どんな国の人たちともお互いに

認め合い、尊重し合う社会を望んでいます。テレビで、ネットで、国会中継やニュースを見てほしい。そして、ちょっとでもおか

しいと感じたら、法案は撤回すべき！と、一緒に声をあげてください」と呼びかけました。

に、外国人労働者が働く上で現在の制度や改正案は差別的であり極めて不十分だ。家族と暮らすことは当然の権利。

こんな悪法・欠陥法案はすぐに撤回を」と訴えました。

　英語で書かれたプラカードを見て写真を撮る観光客や、チラシを手に取りスピーチに聞き入る方など、街頭でのアピー

ルを強めることが必要です。引き続き、入管難民法改正案の撤回を求めるたたかいを強めましょう。
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